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#19-12 

【6 月１６日～３０日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

令和元年７月３日 

在モルドバ大使館 
 

【主な出来事】 

●国外に滞在中のプラホトニュク民主党党首は辞任を表明し，民主党は７月２７日に党大会を開催して党首を含む新

しい党幹部を選出することを発表。 

●新政権の成立を受け，欧米ドナーは相次いで対モルドバ支援の再開を表明。一方でコザク露副首相が再度モルドバ

を訪問し，モルドバ議員団がロシアを訪問するなど，ロシアとの関係改善の兆しも見られた。 

 

１．内政 

▼ウサトゥイ我らの党党首が帰国 

・１６日，国外に逃亡中であった我らの党のウサトゥイ党首

は，ルーマニア経由でモルドバに帰国した。同党首はモ

ルドバ到着直後に組織犯罪対策局によって逮捕された

が，その後解放された。ウサトゥイ党首は，現在の連立内

閣への支持を表明すると共に，我らの党の地方支部を回

って党の立て直しを行う旨述べた。 
▼プラホトニュク民主党党首が国外脱出 
・１７日，プラホトニュク民主党党首は，家族とともに国外

に身を置いていることを明らかにした。プラホトニュク党

首は，家族の身の安全を保障するため一時的に国外に

滞在していると説明した。滞在先については明らかにし

ていない。 
▼議会解散及び新内閣成立の合憲性にかかるベニス

委員会見解 
・２１日，ベニス委員会は，モルドバ議会の解散やサンド

ゥ内閣の成立に関してモルドバ憲法裁判所が示した判断

についての見解を発表した。ベニス委員会の専門家は，

モルドバ憲法裁判所は判断を示す上での手続き的な規

則を無視し，諸政党に対して公平であるべき原則を侵害

したとした。 
・また，委員会専門家は，大統領によって議会が解散さ

れる法的条件は整っていなかったと判断した。憲法で大

統領は議会が政府を成立させることが出来ない場合に議

会を解散できると規定されているが，モルドバのケース

では政党は合意に達しており大統領による議会の解散

は憲法違反（注：フィリプ首相が大統領代行として大統領

令に署名）であったとした。 
・更に，６月８日に組閣したサンドゥ内閣は合憲であるとし

た。憲法裁判所が新政府の成立期限は６月７日と判断し

たことについては先例のないものとし，議会選挙の有効

性が確認（３月９日）されてから３ヶ月（９０日ではない）の

６月９日までが期限であったとの見解を示した。 
▼司法相の交代 

・２３日，パブロフスキ司法相は辞意を表明し，サンドゥ首

相に伝えた。パブロフスキ司法相によれば，サンドゥ内閣

からの司法相のオファーを名誉に感じてこれを受け入れ

たが，新政府の司法分野における行動計画を策定する

過程においてその実現と個人的に相容れないと判断す

るに至り，辞表を提出することにしたと説明した。 
・２４日，サンドゥ首相は，パブロフスキ司法相の辞意を受

入れ，新しい司法相としてオレセア・スタマテ(Ms. 
Olesea STAMATE)女史を任命した。 
▼プラホトニュク民主党党首の辞任 
・２４日，モルドバ国外に滞在中のプラホトニュク民主党

党首は同党党首を辞任し，今後も同党首候補に名乗り出

ることはない旨自身のフェース・ブックで明らかにした。

プラホトニュク党首は，議会の親欧州政党は自分との問

題故に民主党との協議を拒否したと説明し，将来のため

にこの障害を取り除きたいとした。他方，議員職は維持す

る考えを示した。自分を支持してくれた市民の意思を尊

重するとし，議員特権を維持するためなどではないと説

明した。 
▼民主党，党大会の開催を発表 
・２９日，民主党は７月２７日に党大会を開催し，党首を含

む新しい幹部を選出予定である旨発表した。 
▼ガガウズ自治区長官選挙の実施 

・３０日，ガガウズ自治区長官選挙が行われ，イリナ・ブラ

フ前長官の再選がほぼ確実な状況となった。得票率は９

０％を超える見込み。 
政 府 

▼サンドゥ首相，地方分権強化を表明 

・２１日，サンドゥ首相は，約７００名の地方団体の代表らと

会談し，これまでの中央と地方との関係にかかる制度を

見直し，真の地方分権を進める旨表明した。また，海外

のパートナーが直接地方団体に融資できるような制度を

作り，政府は地方の財政的な独立を促すと述べた。 
議 会 

▼投資市民権法を廃止へ 

・１６日，議会は，投資市民権法の廃止にかかる法案の一

読を終えた。民主党は，議論が不十分であるとして連立

与党の対応を批判した。リトビネンコ議員は，提案理由説

明として，怪しい人間によるモルドバ国籍の取得は安全

保障上の脅威であり，また資金洗浄の危険もあるとした。

モルドバでの投資市民権プログラムは２０１８年１１月から

実施され，これまで既に二人の外国人がモルドバ国籍を

取得している。 
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▼民営化プロセス検証のための特別委員会を設置 
・１８日，議会は，これまでの民営化にかかる手続きを検

証するための特別委員会を設置することを決めた。 
▼警備警護庁を大統領の指揮下へ 
・１８日，議会は，警備警護庁を大統領の指揮下に置く法

改正案を採択した。 
▼地方選挙，１０月２０日に実施 
・１８日，議会は地方選挙を１０月２０日行うことを決定し

た。 
政府高官の辞任 

・２０日，政府は，バルドビッチ公共所有権庁長官，パリイ

行政府長官，カルプ内務副大臣，バラン駐米大使，スラ

食品安全庁長官代理の辞職を承認した。 
・２４日，ユルク経済・インフラ省次官が辞任。 
・２６日，憲法裁判所の全ての裁判官が辞任した。 
・２７日，ブラビエ関税局長，キトロアガ組織犯罪対策局

長，グローザ・キシニョフ市警本部長らが辞任した。 
２．外政 

▼ポペスク外務・欧州統合相の訪米 

・１７日～１９日，ポペスク外務・欧州統合相は訪米し，関

係政府機関を訪問して米国の対モルドバ支援に対する

理 解 を 求 め た 。 ポ ペ ス ク 大 臣 は ， Millennium 
Challenge CorporationやUSAIDによる支援の拡大を

求めた。ポペスク大臣は，USAID の代表団が１０日以内

にモルドバを訪問することを明らかにした。 
▼ハーン欧州委員のモルドバ訪問 

・１９日，モルドバを訪問中のハーン欧州委員（欧州近隣

政策・拡大交渉担当）はサンドゥ首相との会談後の記者

会見において，ＥＵのモルドバ向けマクロ財政支援はＥ

Ｕ側からの要請事項への取り組みに前向きな進展が見ら

れる場合には今秋にも再開予定である旨述べた。 
・サンドゥ首相との共同記者会見に臨んだハーン欧州委

員は，ＥＵは昨年９月にフィリプ前首相に対してＥＵとして

進展を期待する項目のリストを手渡していたが，残念な

がらこれまでその一部しか実行されなかった旨述べつつ，

新政府はそれらに緊急に取り組むものと確信しており，

それ故マクロ財政支援を含む様々な支援が秋にも再開

されるものと信じている旨発言した。 
▼在イスラエル大使館はテルアビブから移転せず 
・２０日，サンドゥ首相は，在イスラエル・モルドバ大使館

をエルサレムへ移転させるとの前フィリプ内閣の決定に

関し，同大使館はテルアビブに残ることとなると述べた。

フィリプ内閣が閣議で決定したとする本件移転について

は何ら公式文書が残っておらず，前政府が発出したプレ

ス・リリースがあるのみである旨説明し，モルドバ政府とし

ての正式な決定ではなかったとの見方を示した。 
▼ドドン大統領，メドベージェフ露首相と会談 

・２１日，ベラルーシを訪問中のドドン大統領は，メドベー

ジェフ露首相及びコザク同副首相らと会談した。ドドン大

統領は，モルドバ産品に対する免税範囲の拡大を求め

ると共にモルドバへのガス供給の問題について話し合っ

た。 
▼コザク露副首相のモルドバ訪問 
・２４日，サンドゥ首相は，モルドバを訪問中のコザク露副

首相とモルドバ・ロシア二国間関係について話し合った。

両者は，経済協力について話し合うためのモルドバ・ロ

シア政府間委員会を再開する必要性を強調するとともに，

２０１４年にロシアが導入した１４品目に対する関税の撤

廃を含む，相互の尊重をベースとする建設的な政治対

話を再開する用意がある旨述べた。 
・サンドゥ首相は，キシニョフ政府としては欧州統合とＥＵ

との連合協定の実施に基づく予見可能な外交政策を推

進するが，同時にロシアとの相互利益に資する関係を発

展させていく旨述べた。 
▼欧州議会議員団のモルドバ訪問 
・２４日，欧州議会議員団がモルドバを訪問し，サンドゥ首

相，グレチャヌ議会議長，ドドン大統領らと会談した。ムレ

シャン欧州議会議員（ルーマニア）は，サンドゥ内閣が効

率的に業務を進めれば１年の間に合計１００百万ユーロ

のマクロ財政支援を受け取ることが可能である旨述べ

た。 
▼ＰＡＣＥにおけるロシアの投票権回復を巡る投票へ

のモルドバの態度 
・２４日，欧州評議会・議員会議（PACE）におけるロシア

の投票権回復にかかる審議に関し，モルドバから参加し

た３名の議員のうちナスターセＤＡ党首及びバトルンチャ

社会党議員は賛成票を投じ，ポプショイＰＡＳ議員は反対

票を投じた。ナスターセＤＡ党首は，ロシアを議論に参加

させることで人権，法の支配，民主主義についてロシア

に影響力を行使することができるようになると考えた旨説

明しつつ，賛成票がクリミアに関する立場を如何なる意

味でも変えるものではないとした。 
・２５日，外務・欧州統合省は，個々の議員の投票は政府

の立場を代表するものではないと説明した。 
▼ＩＭＦ代表団のモルドバ訪問 

・２６日，サンドゥ首相は，訪問中のアトヤンＩＭＦ代表団長

と会談した。会談で，サンドゥ首相は，国家機関からの汚

職の一掃，真の司法改革，国民に信用される効率的な国

家機関の構築のため必要な措置を執る決意を強調した。 
・これに対し，アトヤンＩＭＦ代表団長は，ＩＭＦとモルドバ

との財政プログラムが２０１８年の租税特赦法及び一連の

財政改革法の採択を機に中断されてきたことに言及しつ

つ，モルドバを支援するための門戸は完全に開かれた

旨述べた。 
・ＩＭＦとの協議再開と今後のモルドバの経済・財政政策

に係る合意の実施によって，モルドバはＩＭＦから約６６

百万米ドルの財政プログラムに係る残り２回のトランシェ

を受け取ることが可能となる。 
▼モルドバ議員団のロシア訪問 

・２６日～２７日，グレチャヌ議会議長，チェバン社会党議
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員（副議長），スルサリＡＣＵＭ議員（副議長），及びナント

イＡＣＵＭ議員はモスクワを訪問し，マトビエンコ露連邦

院議長，ヴォロージン露国家院議長，メドベージェフ露

首相らと会談した。 
▼リトアニア外相のモルドバ訪問 

・２７日，サンドゥ首相はモルドバを訪問中のリンケビチュ

ウス・リトアニア外相と会談し，二国間の協力問題やモル

ドバの欧州統合に向けた改革努力に対する支援につい

て話し合った。 
３．経済 

▼国立銀行，国際的送金の特別監視を実施 

・１７日，国立銀行は，国際的な送金について特別な監

視を行う旨発表した。この措置は，ブルンザン経済・イン

フラ相が，国営企業から不正な資金の引き出しが行われ

ているとの情報があると発言したことを受けてのもの。 
▼ウンゲニ＝キシニョフ間ガスパイプライン，２０２０

年前半に供給開始 

・１８日，ブルンザン経済・インフラ相は，ウンゲニ＝キシ

ニョフ間のガスパイプラインは，２０１９年末までに９０％が

完成し，２０２０年２～３月にガス供給が可能になると述べ

た。 
・ドドン大統領は，２０２０年１月以降の露ガスプロムとのガ

ス供給契約が無い状態でガスパイプラインの供給が２０２

０年１月以降になるということはリスクがある。我々は全て

を検証し，ウクライナとルーマニアのガス供給を含む全て

の可能性を検証しなければならないと述べた。 

▼国立銀行，公定歩合を引上げ 

・１９日，国立銀行は公定歩合を６．５％から７％に引上げ

ることを決めた。今後のインフレ率を勘案しての措置との

こと。 
▼２０１９年第1 四半期の産業統計 

・１９日，国家統計局によれば，２０１９年第 1 四半期の産

業は前年同期比４％上昇した。内訳は，鉱業が２６．１％

の伸び，加工業が１．６％の伸びで，電力・ガス・温水等

は１．３％の下降。 
▼２０１９年５月の工業生産者価格 

・２１日，国家統計局は，２０１９年５月の工業生産者価格

が対前月比０．１％上昇，対前年同月比１．５％上昇と発

表した。 
▼２０１９年第1 四半期の運輸統計 

・２１日，国家統計局は，２０１９年第 1 四半期の運輸に関

するデータを発表した。運輸産業全体で，５．２百万トン

（対前年同期比１７．７％の上昇）を輸送。内訳は，３．６百

万トンが陸路で，１．６百万トンが鉄路，３万トンが河川及

び空路での運輸となっている。 
・３４．１３百万人が公共交通を利用した（対前年同期比３．

１％の増加）。内訳は，３３．２百万人がバスまたはミニバ

ス，５３万人が鉄道，３７万人が航空機，３万人が河川を利

用した。 

▼モルドバ向け海外個人送金 

・２６日，国立銀行は，２０１９年５月のモルドバ向けの海

外個人送金について発表した。５月の送金総額は，１０８．

３５百万ドル，対前年同月比１４．２％減。 
・２０１９年１～５月累計は，４８８．５５百万ドルで，前年同

期比６．６％の減少。 
・５月送金分の送金元は，ロシア２０．７％，イスラエル１８．

１％，イタリア１２．９％，米国８．１％，ドイツ８％。 
▼ガス料金の値上げ 

・２６日，ブルンザン経済・インフラ相は，近日中のガス料

金の値上げを発表した。これは前政権が，ガス料金を人

工的に抑えていたためであり，ガス料金は現実の価格か

ら２０％も押さえられていると説明した。 
▼２０１９年第1 四半期の国際収支赤字増加 

・２８日，国立銀行は，２０１９年第 1 四半期の国際収支を

発表した。２０１９年第 1 四半期の国際収支は，２４２．０１

百万ドルの赤字，前年同期比１３％の増加。 
▼２０１９年３月末時点の外債 

・２８日の報道によれば，２０１９年３月末時点の外債総額

は，７，２３４．１５百万ドルで，前年同月比０．１９％の増

加。 
・公的部門の外債は１，８５７．４８百万ドルで，前年同月

比６％の減少。民間部門の外債は，５，３７６．６７百万ドル

で，前年同月比０．０３％の減少。 
▼２０１９年１～５月の国家予算執行状況 

・２８日，経済・インフラ省は，今年１～５月の国家予算執

行状況について発表した。 
・歳入総額は，１４，９９９．６百万レイ（８３３．３百万ドル）で，

前年同期比６．４％の増加。 
・歳出総額は，１７，３２５．１百万レイ（９６２．５百万ドル）で，

前年同期比２２．７％の増加。 
・２０１９年５月末の収支は，２，４０２．５百万レイ（１３３．５

百万ドル）の赤字。 
 

 

（了） 


